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総務省
● スマートスクール・プラットフォーム

実証事業
実証 ２．２億円

児童生徒等が用いる授業・学習系システムと、教職員が用いる校務系
システムとの安全かつ効果的な情報連携方法等について、文部科学省と
連携しつつ実証し、データ利活用による教育の高度化、学校経営の効率
化等を推進。

総務省
● 若年層に対するプログラミング教育の

普及推進
実証 １．５億円

論理的思考力や創造性等を高める観点から、平成２８年度より、クラウド
や地域人材を活用した、プログラミング教育の実施モデルを実証。平成３
２年度以降の学校教育での必修化も踏まえ、①多種多様な教材等（障害
児や顕著な才能を示す子供に対応するものを含む）の開発、②教材、指
導者、ノウハウ（指導方法、ＩＣＴ環境の整備・運用方法等）等の情報を共
有・活用可能となるポータルサイトの構築等を実施。

文部科学省 ● 次世代の教育情報化推進事業 実証等 ０．５２億円

次期学習指導要領を見据え、情報教育・ＩＣＴ活用の充実に向けた地域
をけん引する拠点の構築に向けて推進校を指定し、教科横断的な情報
活用能力の育成のためのカリキュラム・マネジメントの在り方等に関する実
践的な研究を実施する。また、教員のＩＣＴを活用した指導力の向上を図
るため、教員養成系大学における指導者養成研修等を実施する。

文部科学省 ● 次世代学校支援モデル構築事業 実証 １．３８億円

「一人一台のコンピュータ環境」を前提として、校務の情報を学習記録
データ（学習履歴や学習成果物等の授業・学習の記録）等と有効につな
げ、学びを可視化することを通じ、教員による学習指導や生徒指導等の
質の向上や、学級・学校運営の改善等に資することを目指し、学校におけ
る活用の在り方、個人情報としての学習記録データの管理の在り方、学習
記録のデータ化の方法、システム要件（情報セキュリティ対策を含む）等に
ついての実証研究を行う。
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医療・介護・健康

働き方
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総務省
● 医療・健康データ利活用基盤高度化

事業
実証 ３．０億円

医療・健康データの利活用を進めるため、国民一人一人が自分自身の
医療・健康データを管理・活用するモデル（ＰＨＲ）や、ＡＩを用いたデータ分
析等について研究を実施。

厚生労働省 ● 地域医療介護総合確保基金（医療分） その他
６０２億円
の内数

医療介護総合確保推進法に基づき、各都道府県に設置した地域医療
介護総合確保基金を活用し、病床の機能分化・連携に必要な基盤整備、
在宅医療の推進、医療従事者等の確保・要請に必要な事業を支援する。

総務省 ● ふるさとテレワーク推進事業 補助等 ６．３億円

人や仕事の地方への流れを促進し、地方でも都市部と同じように働ける
環境を実現する「ふるさとテレワーク」を推進するため、引き続き、ふるさと
テレワークを導入する全国の自治体等に対する補助事業等を実施する。
また、一億総活躍社会の実現に向けて、ＩＣＴを活用した、時間や場所を有
効に活用できる柔軟な働き方を可能とするテレワークの普及を推進する
ため、セミナー開催やイベントへの出展、先進事例の収集・広報のほか、セ
キュリティガイドラインを更新するなど、企業等におけるテレワークの導入支
援を行う。

総務省
● チャレンジ・ふるさとワーク

（お試しサテライトオフィス事業）
その他 １．２億円

都市部のベンチャー企業等にとって真に魅力的なサテライトオフィスを提
供するため、地方公共団体が民間企業のニーズを実践的に把握して、地
域の特性を活かした誘致戦略を策定することを支援。

厚生労働省 ● テレワークの推進 その他 １６億円
テレワークの普及を図るため、仕事と子育てとの両立を支援するサテライ

トオフィスを活用したモデル事業等を実施する。
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防 災

農林水産業
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総務省
● 地域防災等のためのＧ空間情報の

利活用推進
実証 ２．２億円

Ｌアラートを介して情報伝達者に提供される情報に地理空間情報を付
与し地図表示化等を図り、伝達手段の多重化・多様化に向けた実証及び
標準仕様の策定を行うとともに、人的支援・普及啓発等の取組により地方
公共団体における利活用促進の環境を整備。

総務省 ● ＩＣＴスマートシティ整備推進事業 補助 ５．１億円

地域が抱える様々な課題の解決や地域活性化・地方創生を目的として
防災、医療・健康、観光等各分野における成功モデルの普及展開を推進
するとともに、ＩＣＴを活用した分野横断的なスマートシティ型の街づくりを
推進。

内閣府
● 実用準天頂衛星システムの開発・

整備・運用の推進
実証

１５２．６
億円

準天頂衛星システムを活用した災害・危機管理通報機能による災害情
報の提供、双方向の安否確認サービスによる安否情報の収集のための
技術実証を実施。

国土交通省
● 情報ソフトインフラの充実による減災

対策の強化
その他

治水事業
等関係費
の内数

ICTの活用を含めて、情報ソフトインフラを充実させ、わかりやすい災害リ
スク情報の提供を進めることで、企業や住民等の災害に対する認知度向
上に寄与。

総務省 ● オープンデータ等利活用推進事業 実証 ３．０億円
オープンデータ等を活用したモデル実証等に取り組むことにより、（農林

水産業分野を含む）データを活用した新事業・新サービスの創出、住民
サービスの向上等を促進。

総務省
● ＩＣＴスマートシティ整備推進事業

（再掲）
補助 ５．１億円

地域が抱える様々な課題の解決や地域活性化・地方創生を目的として
防災、医療・健康、観光等各分野における成功モデルの普及展開を推進
するとともに、ＩＣＴを活用した分野横断的なスマートシティ型の街づくりを
推進。
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農林水産業
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内閣府
● 科学技術イノベーション創造推進費

（次世代農林水産業創造技術）
実証

５００億円
の内数

ロボット技術やＩＴを活用した農業機械の自動化・知能化や、多収性イネ
品種の育成による超省力・高生産な水田生産システムを確立する。また、
オミクス解析により最適栽培条件を明らかにし、これを利用して多収・高品
質を実現するトマトの施設園芸用栽培管理技術を開発する。

農林水産省
● 重点的な委託研究プロジェクトによる

イノベーション
実証

４０．９億円
の内数

国において、農林水産政策上特に重要な研究開発課題（人工知能（ＡＩ）
の活用等）について企画・立案し、重点的に委託研究プロジェクトを推進。

農林水産省
● 農林水産分野におけるIT利活用推進

調査
その他 ０．１億円

「農業情報創成・流通促進戦略」を踏まえて、率先して取り組むべきもの
から相互運用性の確保等に係る個別ガイドラインを策定することにより、農
業の産業競争力向上、関連産業の高度化、市場開拓・販売力の強化に繋
げる。

農林水産省 ● 農業ICT標準化推進事業 その他 ０．１億円
ICT化が進む農業生産におけるデータの活用を円滑にし、農林水産業・

食品産業の競争力強化を図るため、農業分野のICT規格の標準化を推進
する。

農林水産省
● 農林水産業におけるロボット技術

安全性確保検討事業
実証 １．１億円

農業機械の自動走行など生産性の飛躍的な向上につながる先端ロボッ
トの現場導入を実現するため、安全性確保策のルールづくりなどを推進支
援。

農林水産省 ● 鳥獣被害防止総合対策交付金 補助 ９５．０億円

鳥獣被害防止特措法の主旨を受けて、地域の鳥獣被害対策の取組を
総合的かつ効果的に推進するため、平成20年度に鳥獣害防止のための
事業を創設し、市町村が作成した被害防止計画に基づく地域ぐるみの総
合的な取組等を支援。ICT等を活用した新技術の実証を行う取組に対し
ては定額補助。

農林水産省 ● 森林情報高度利活用技術開発事業 実証 ０．４億円

地理空間情報やICTを活用し、森林施業の集約化を推進するとともに、
作業の効率化や生産性の向上等を図り、国産材の安定供給体制の構築
を実現するため、航空レーザ計測、衛星画像などのリモートセンシング技術
を活用して森林における高精度な資源情報を把握し、これらの情報を都
道府県・市町村・林業事業体等の関係者間でクラウドなどのICTを活用して
共有する取組を推進する。
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そ の 他

ＩｏＴ基盤
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※地域ＩｏＴ実装に全て活用又は優先的に支援できるものではなく、事業内容等に応じて地域ＩｏＴ実装にも活用できる可能性があるもの。

内閣府 ● 地方創生推進交付金 補助
１，０００
億円

地方版総合戦略に基づく、地方公共団体の自主的・主体的で先導的な
事業を支援。

総務省
● ローカル１０，０００プロジェクト

（地域経済循環創造事業交付金）
補助

１８．７億円
の内数

産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大
きい地域密着型企業の立ち上げを支援。

総務省
● ＩｏＴサービス創出支援事業

（身近なＩｏＴプロジェクト）
実証 ５．１億円

第４次産業革命の実現に向け、ＩｏＴサービスの創出・展開に当たって克
服すべき課題の解決に資するリファレンス（参照）モデルを構築するととも
に、データ利活用の促進等に必要なルールの明確化等を行うための実証
事業等を実施。

総務省
● ナショナルサイバートレーニング

センター（仮称）の構築
その他 １５億円

官公庁、地方公共団体、独立行政法人及び重要インフラ企業等に対す
るサイバー攻撃について、実践的な演習を実施。東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会の適切な運営に向けたセキュリティ人材の育成。若手セ
キュリティエンジニアの育成。

総務省
● ＩＣＴ環境の変化に応じた情報

セキュリティ対応方策の推進事業
実証等 ３．８億円

我が国における情報セキュリティ対策基盤を強化するため、①一般のイ
ンターネットユーザのウイルス感染を防止するための実証実験、②関係事
業者間の情報共有、③サイバーセキュリティにおける国際連携の推進と
いった各種取組を実施。

総務省 ● 公衆無線ＬＡＮ環境整備支援事業 補助 ３１．９億円

防災の観点から、防災拠点（避難所・避難場所、官公署）での公衆無線
LAN（Wi-Fi）環境の整備を行うとともに、災害発生時の情報伝達手段確保
のため、被災場所として想定され災害対応の強化が望まれる公的な拠点
（博物館、文化財、自然公園等）におけるWi-Fi環境の整備を行う地方公
共団体等に対し、その費用の一部を補助する。

観光庁
● 訪日外国人旅行者受入環境整備

緊急対策事業（再掲）
補助等

８５．３億円
の内数

訪日外国人旅行者数４，０００万人、６，０００万人の実現に向けて、外国人
旅行者がストレスなく快適に観光を満喫できるよう、滞在時の快適性・観
光地の魅力向上や、観光地までの移動円滑化等を図るとともに、ＳＮＳ等
のビッグデータも活用した外国人旅行者の不満・要望の把握・検証や、地
域における新たな課題の調査検討を行い、具体的な改善を図る（無料公
衆無線ＬＡＮ環境整備等） 。



人材・リテラシー

地域資源活用
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総務省
● ＩｏＴ機器等の電波利用システムの

適正利用のためのＩＣＴ人材育成
その他 ２．５億円

今後、多様な分野・業種において膨大な数のＩｏＴ機器の利活用が見込ま
れる中で、多様なユーザや若者・スタートアップの電波利用に係るリテラ
シー向上を図ることが不可欠であることから、①IoTユーザの基本知識の
要件（スキルセット）の策定、②分野毎・地域毎の講習会、③若者・スタート
アップを対象としたIoT体験型教育やハッカソン等の取組を推進し、IoT時代
に必要な人材を育成。

総務省 ● ＩｏＴネットワーク運用人材育成事業 その他 ２．１億円

膨大なＩｏＴ機器等が迅速・効率的にネットワークに接続するために必要
な技術を運用する人材を育成する環境基盤を整備し、基盤の構築・運用
を通して人材育成を図り、求められるスキルの明確化やその認定の在り方
を検討。

総務省 ● 地域情報化の推進 その他
１．４億円
の内数

地域が抱える様々な課題を解決するため、ＩＣＴの知見等を有する「ＩＣＴ
地域マネージャー」等を派遣し、ＩＣＴ利活用に関する助言等を行うことで、
地域情報化の中核を担える人材を育成するとともに、活用と魅力ある地
域づくりに寄与。

総務省 ● 情報バリアフリーの促進 補助 ０．９億円
デジタル・ディバイドを解消し、高齢者・障害者を含む誰もがＩＣＴの恩恵を

享受できる情報バリアフリー社会を実現するため、①ウェブサイトの改善、
②高齢者・障害者に配慮した通信・放送サービス等の開発・提供を促進。

総務省
● オープンデータ等利活用推進事業

（再掲）
実証 ３．０億円

オープンデータ等を活用したモデル実証等に取り組むことにより、データ
を活用した新事業・新サービスの創出、住民サービスの向上等を促進。



● 地方創生応援税制（「企業版ふるさと納税」） 地方公共団体が行う地方創生の取組に対する企業の寄付について、税額控除の優遇措置。

● 研究開発税制
（平成２９年度税制改正案）

研究開発税制について、第４次産業革命型の「サービス」の開発を支援対象に追加。

● 地域未来投資促進税制
（平成２９年度税制改正案）

地域の強みを生かした先進的な事業（第４次産業革命関連分野（IoT、ビッグデータ、AI等）
等）に必要な設備投資（地域未来投資）を減税措置（設備投資にかかる減税措置）で強力に
後押し。
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※地域ＩｏＴ実装に全て活用又は優先的に支援できるものではなく、事業内容等に応じて地域ＩｏＴ実装にも活用できる可能性があるもの。



参 考
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厚生労働省 テレワークの推進 18働き方

【連絡先】
厚生労働省労働基準局勤労者生活課
ＴＥＬ：０３－３５０２－１５８９





























経済産業省 地域・まちなか商業活性化支援事業 32地域ビジネス

【（１）に関する担当連絡先】
経済産業省地域経済産業グループ中心市街地活性化室（ＴＥＬ：０３－３５０１－３７５４）
【（２）（３）に関する担当連絡先】
経済産業省中小企業庁商業課（ＴＥＬ：０３－３５０１－１９２９）

平成２９年度 １７．８億円










































